
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（案）

最低数との
関係（従）

施設型給付
保育所・認定こども園：２０人以上
（幼稚園型認定こども園・地方裁量型認定こども園は、施設全体で利用定員２０人以上）
幼稚園：最低利用定員設定なし

利用定員については以下の通りとする
①家庭的保育事業 １人以上５人以下
②小規模保育事業A型及びB型 ６人以上19人以下
③小規模保育事業C型 ６人以上10人以下
④居宅訪問型保育事業1人
※上記定員は、事業所ごとに満１歳に満たない子ども及び満１歳以上の子どもに区分して利用定員を定める
ものとする

国基準どおり

児童の年齢
との関係
（従）

認定こども園：１号認定から３号認定までの子ども
幼稚園：１号認定の子ども
保育所：２号認定及び３号認定の子ども
（※）認定の区分
１号認定・・・保育を必要としない満３歳以上小学校就学前の子ども
２号認定・・・保育を必要とする満３歳以上小学校就学前の子ども
３号認定・・・保育を必要とする満３歳未満の子ども

３号認定の子ども（保育を必要とする３歳未満の子） 国基準どおり

（１）提供する教育・保育の内容及び手続きの説明、同意、契約（従）
施設・事業者が適切な教育・保育を提供するため、提供開始の際、保護者に対し事前説明を行い、同意を得
ることを求める

項目説明：運営規程の概要、職員の勤務体制、苦情処理体制、事故発生時の対応などの施設・
事業の選択を左右する事項
説明方法：文書交付（保護者の申し出に応じ電子ファイルの交付によることも可）＋丁寧な説明

（１）提供する教育・保育の内容及び手続きの説明、同意、契約（従）
施設・事業者が適切な教育・保育を提供するため、提供開始の際、保護者に対し事前説明を行い、同意を得
ることを求める

項目説明：運営規程の概要、連携施設の種類、職員の勤務体制、苦情処理体制、事故発生時の対応

などの施設・事業の選択を左右する事項
説明方法：文書交付（保護者の申し出に応じ電子ファイルの交付によることも可）＋丁寧な説明

国基準どおり

（２）応諾義務（正当な理由のない提供拒否の禁止）（従）
支給認定保護者から利用の申し込みを受けたときは、正当な理由なくこれを拒んではならない
「正当な理由」については、①定員に空きがない場合、②定員を上回る利用の申込みがあった場合（選考が
必要）、③その他特別な事情がある場合などを基本とする

施設･事業者は、市町村が行うあっせんや連絡調整等については、できる限り協力する

（２）応諾義務（正当な理由のない提供拒否の禁止）（従）
支給認定保護者からの利用の申込みを受けたとき、正当な理由なくこれを拒んではならない
「正当な理由」については、①定員に空きがない場合、②定員を上回る利用の申込みがあった場合（選考が
必要）、③その他特別な事情がある場合などを基本とする

施設･事業者は、市町村が行うあっせんや連絡調整等については、できる限り協力する

国基準どおり

（３）定員を上回る場合の選考（従）
１号認定（教育標準時間児童）：抽選、先着順、設置者の理念に基づく選考等、選考方法を明示した上で行
う。
２号・３号認定（保育認定児童）：保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高
いと認められる子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする

（３）定員を上回る場合の選考（従）
保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、優先的に利用できるよう選考する

国基準どおり

（４）支給認定資格の確認、支給認定の申請に係る援助（参）
施設･事業者は、受給資格を確認するため、利用開始に当たって、支給認定証の確認（利用期間等）を行う。
施設･事業者は、支給認定申請が行われていない場合には、申し込みの意思を踏まえて、速やかに適切な
申請がなされるよう援助をする

（４）支給認定資格の確認、支給認定の申請に係る援助（参）
施設･事業者は、受給資格を確認するため、利用開始に当たって、支給認定証の確認（利用期間等）を行う。
施設･事業者は、支給認定申請が行われていない場合には、申し込みの意思を踏まえて、速やかに適切な
申請がなされるよう援助をする

国基準どおり

（５）保育・教育の提供が困難な場合の対応（参）
施設・事業者は、自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、適切な特定教育・保育施設又
は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な処置を講じるものとする

（５）保育・教育の提供が困難な場合の対応（参）
施設・事業者は、自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、連携施設その他の適切な特定
教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な処置を講じるものとする 国基準どおり

（６）連携施設の確保（従）
施設・事業者（居宅訪問型事業を除く）は、連携協力を行う特定教育・保育施設を適切に確保するものとする
（利用定員が20人以上の事業所内保育事業を除く）
居宅訪問方事業を行うものは、連携する障害児入所支援施設等を適切に確保する。

国基準どおり

■利用定員に関する基準■利用定員に関する基準■利用定員に関する基準■利用定員に関する基準

国の基準

あきる野市
特定教育・保育施設 特定地域型保育事業

■運営に関する基準■運営に関する基準■運営に関する基準■運営に関する基準

１　利用開
始に伴う基
準

資料５



特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（案）

（１）幼稚園教育要領、保育所保育指針等に則った教育・保育の提供（従）
教育・保育施設：各基準に基づき、子どもの心身状況を踏まえた適切な教育・保育の提供義務
①幼保連携型認定こども園
　幼保連携型認定こども園教育・保育要領
②認定こども園（①を除く）
　幼稚園教育要領及び児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第３５条の規定に基づき保育所におけ
る保育の内容について厚生労働大臣が定める指針（このほか、幼保連携型認定こども園教育・保育要領を
踏まえなければならない）
③幼稚園
　幼稚園教育要領
④保育園
　児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第３５条の規定に基づき保育所における保育の内容について
厚生労働大臣が定める指針

（１）保育所保育指針等に則った教育・保育の提供（従）
保育所における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針に準じ、特定地域型保育の提供を適切に
行う

国基準どおり

（２）子どもの心身の状況の把握（参）
子どもの心身の状況、置かれている環境等の把握に努めることとする。

（２）子どもの心身の状況の把握（参）
子どもの心身の状況、置かれている環境等の把握に努めることとする。

国基準どおり

（３）子どもの適切な処遇（従）
・利用児童の平等取扱い
・虐待等の禁止
・懲戒に係る権限の濫用禁止

（３）子どもの適切な処遇（従）
・利用児童の平等取扱い
・虐待等の禁止
・懲戒に係る権限の濫用禁止

国基準どおり

（４）利用者負担（従）
施設･事業者は、法に定める利用者負担を受領するものとし、その上で、それ以外に実費徴収･実費徴収以
外の上乗せ徴収をすることができる。実費徴収、実費以外の上乗せ徴収を行う場合、各施設･事業者におい
てあらかじめ額や理由を明示する

（４）利用者負担（従）
施設･事業者は、法に定める利用者負担を受領するものとし、その上で、それ以外に実費徴収･実
費徴収以外の上乗せ徴収をすることができる。実費徴収、実費以外の上乗せ徴収を行う場合、各
施設･事業者においてあらかじめ額や理由を明示する

国基準どおり

（５）特別利用保育・特別利用教育の提供（定員外の利用）（参）
施設･事業者が、特別利用保育･特別利用教育･特別利用地域型保育を提供する場合の職員配置、設備、教
育･保育の内容等については、当該施設･事業で定員を設定している認定区分の子どもと同じ認可基準等に
よることを基本とする。

（５）連携施設との連携（参）
特定地域型保育の提供の終了に際しては、支給認定子どもに係る情報の提供その他連携施設等との密接
な連携に努めるものとする

国基準どおり

（６）利用者に関する市への通知（不正受給の防止）（参）
保護者の虚偽等による教育・保育の提供を把握した場合の市町村への通知義務

国基準どおり

（１）運営規程の策定（参） （１）運営規程の策定（参）

（２）秘密保持・個人情報管理（従） （２）秘密保持・個人情報管理（従）

（３）児童虐待・差別的取扱いの禁止（従） （３）児童虐待・差別的取扱いの禁止（従）

（４）事故発生（再発）の防止、発生時の対応（従） （４）事故発生（再発）の防止、発生時の対応）（従）

（５）評価（自己評価とそれに基づく改善、学校関係者（保護者等）評価、第三者評価等の受審の努力義務）
（参）

（５）苦情処理（参）

（６）苦情処理（苦情処理受付窓口の設置等、市の指導監督等に対する協力、改善等）（参） （６）会計区分（教育・保育施設、地域型保育事業ごとの区分経理、財務諸表の公表）（参）

（７）会計区分（教育・保育施設、地域型保育事業ごとの区分経理、財務諸表の公表）（参） （７）記録の整備（参）

（８）記録の保存年限（参）

４　撤退時
のルール

確認の辞退、定員減少における対応（利用者の継続利用のための便宜提供等）（参）
施設・事業の撤退時における市町村又は当該施設・事業者等からの連絡調整等については、当該施設・事
業を現に利用している子ども・保護者に対して継続して教育・保育が提供されるよう、できる限り協力すること
とする。
上記に伴い、協力する教育・保育施設については、利用定員の弾力化に当たって配慮することとする

確認の辞退、定員減少における対応（利用者の継続利用のための便宜提供等）（参）
施設・事業の撤退時における市町村又は当該施設・事業者等からの連絡調整等については、当
該施設・事業を現に利用している子ども・保護者に対して継続して教育・保育が提供されるよう、で
きる限り協力することとする。

国基準どおり

２　教育・
保育の提供
に伴う基準

３　管理・
運営等に関
する基準

国基準どおり


